


















































国の平成 25 年度公立学校教員採用選考試験（以下、「採用選考」という）の実施状況調査 5）
をみると、試験実施区分・実施時期等は
① 1次試験　　7/1 ～ 7/7：10 県市　　　7/8 ～ 7/14：16 県市　　　7/15 ～ 7/21：17 県市
　　　　　　　7/22 ～ 7/28：24 県市　　　※近畿は 14 日又は 22 日からが多い。
② 2次試験　　8月：57 県市　　9月：8県市
③ 3次試験　　9月：2県市
④合格発表　　9月：21 県市　　10 月：46 県市
⑤採用内定　　9月：7県市　　  10 月：51 県市　　 12 月：1県市
　　　　　　　2月：2県市　　  3 月：6県市
1次試験は、ほとんどの自治体で 7月中に実施される。2次試験はほとんどが 8月中に実施
している。こうした経過から教育実習を大学 3年次に前倒しする大学もある。実質的には毎年






① 平成 24 年度採用選考の受験者総数は 180,238 人で昨年度より 1,858 人（1.0％）増加してい
る。平成 5年度から 17 年度まで増加傾向が続き、17 年度以降は増減を繰り返しながら推
移している。
② 採用者総数は、30,930 人で、前年度比較すると 1,297 人（4.4％）増加で、平成 13 年度以
降増加傾向にある。平成 26 年度採用見込みでも約 31,000 人になるものと考えられる。
③ 全体の競争率は 5.8 倍で前年度より 0.2 ポイント減少。平成 13 年度以降低下傾向が続いて
いたが、平成 22 年度以降は微増で推移している。
　 小学校は、前年度 0.1 ポイント減の 4.4 倍、中学校は 0.1 ポイント減 7.7 倍、高等学校 0.4
ポイント減の7.3倍であった。今後も多くの県市で小学校では3～5倍前後の倍率まで低下、
中学校では 5～ 10 倍前後、高校でも 6～ 10 倍の県市が広がるものと予想される。
④ 学歴別の採用率は教員養成大学・学部の出身者で 26.7％（3.7 人の受験者に対し 1人の割
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51 歳～ 58 歳 1 県市（ 1）
41 歳～ 50 歳 17 県市（17）
36 歳～ 40 歳 31 県市（32）










平成 23 年度採用者のうち正式採用とならなかった 315 人の内訳を見ると、成績不良による
不採用が 4名、死亡が 4名、分限免職 1名、懲戒処分 6名、欠格条項により 1名、残る 299 人
は依願退職である。しかも依願退職した 299 人のうち 118 人が「病気」を理由に退職しており、
病気のうち精神疾患は 103 人となっている。
7日　野　純　一
過去 10 年間の依願退職者の推移を見ると平成 14 年度採用が 94 人（うち病気 15 人）、15 年
度 107 人（同 10 人）、16 年度 172 人（同 61 人）、17 年度 198 人（同 65 人）、18 年度 281 人（同
84 人）、19 年度 293 人（同 103 人）、以降依願退職者は 300 人前後で推移しているが、うち病
気退職者は緩やかな増加傾向にある。
平成 21 年度から調査を開始した病気のうちの精神疾患の割合は、21 年度 86 人中 83 人、22



























現在の教員養成の指針は概ね昭和 62 年 12 月教員養成審議会答申「教員の資質能力の向上方





さらに平成 17 年 10 月教員養成審議会答申「新しい時代の義務教育を創造する」（以下「平
成 17 年答申」という。）においては、優れた教員の条件が示されている。



































































































京都府 小学校、中学（理科・数学）、高校（理科・数学） 第 1次選考筆記試験免除
大阪府 中学（理科・数学・技術）、高校（国語・数学・理科） 第 1次選考試験免除
京都市 小学校、中学（数学・理科・技術）、総合支援 第 1次選考試験免除
大阪市 中学（理科・数学） 第 1次選考試験免除
神戸市 中学（数学・理科・技術） 第 1次選考試験免除
堺市 中学（国語・技術・理科・数学） 一般・教職教養免除





















































































































































































1 ） 平成 13 年版科学技術白書、平成 15 年度文部科学白書等で指摘され、中央教育審議会答申「幼稚園・
小学校・中学校・高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」（平成 20 年 1 月 17 日）
において理科教育の改善が打ち出されている。
2） 「日本人の海外留学者数」（平成 24 年 1 月文部科学省集計）によると、OECD等の 2010 年統計では日




当たり 11 時間以上学修する 1年生の比率は、米国 58.4％、日本は 14.8％であり、逆に 0時間は米国
0.3％、日本は 9.7％となっている。
4） 「学校教員統計調査」文部科学省によると 40 代後半から 50 代にかけてピークがある偏った放物線を描
いており、年齢構成の平準化が求められる。
5） 平成 25 年度公立学校教員採用選考試験の実施方法について（文部科学省調査）
6） 平成 24 年度公立学校教員採用選考試験の実施状況について（文部科学省調査）
7） 平成 25 年度教員採用等の改善に係る取組事例（平成 24 年 12 月文部各省初等中等教育局）
8） 平成 23 年度公立学校教職員の人事行政状況調査について（文部科学省）
9） 平成 22 年度文部科学省調べ「都道府県・指定都市教育委員会が求める教師像」
10） 教育投資の現状に関する考え方（平成 24 年 11 月 16 日文部科学省）によると、GDPに占める公財政教
育支出（高等教育段階）は日本 0.8％、米国 1.3％、英仏独平均 1.2％、OECD平均 1.4％であり、在学
者一人当たり年間公財政教育支出（高等教育段階）は日本 8,416 ドル、米国 12,034 ドル、英仏独平均
13,248 ドル、OECD平均 11,735 ドルと先進国の中では非常に低い。
